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1. はじめに
　私たちNo Bordersは当初、メコン川流域の産業・インフラに関心を持つメンバーのグループとして結成された。しかしながら、産業やインフラが経済に与える影響のような、マクロの問題ではなく、個人レベルのミクロな視点で研究を進めたいと議論をしてきた結果、「労働者」というテーマに辿り着き、そして、カンボジア最大の産業である縫製業で実施されている興味深いプロジェクトを発見した。Better Factories Cambodia（カンボジア工場改善プログラム）と呼ばれるそのプロジェクトは、後に述べるとおり、カンボジア縫製工場の労働水準の向上を目的として生まれたものであり、2001年の開始以来、カンボジアの労働環境改善と、縫製業界の高い評価に大きな貢献を果たしている。しかしながら、このプログラムに対する賞賛の影で、未だ改善されない問題や労働者の窮状も指摘されており、現実にはどのような問題が存在するのか、調査してみたいと考えるようになった。
　また、私たちが研究を開始したのと同じ折、アメリカの金融危機から端を発した世界的な不況が起こった。日本においてもこの不況の影響は深刻であり、とりわけ非正規労働者の失業問題が連日話題となるようになった。この不況の影響は当然、ASEAN・カンボジアへも及ぶであろうと考えた私たちは、世界不況がカンボジア労働者に与える影響も同時に調査・研究することとした。
　以下の報告は、これら2つの関心を軸として、3月上旬に行われたカンボジアでの現地調査の過程と、それに基づく考察をまとめたものである。まず、第2章では現地調査前に調べたカンボジア経済の現状と工場改善プログラムの概要、世界不況のカンボジア経済・労働者に与える影響を述べ、第3章において現地調査の結果を示す。最後に、第4章ではこれまでの調査を終えて得られた新しい知見や、今後の展望を述べる。
2. カンボジア人労働者を取り巻く環境

2.1 カンボジア経済・雇用情勢概況
　まず、カンボジア経済を概観すると、GDPはここ数年10%を超える成長率を維持しており、2005～2007年にかけては13.3%、10.8%、10.2%と好調に推移している（図表１）。次に、GDPの産業別内訳を見てみると、1990年時点では55.6%あった農業のシェアが2000年代後半になると3割近くまで落ち込んだのに比べ、鉱工業は90年の11.2%から26～28%程度までシェアを伸ばしている。また、農業にかわってサービス業の割合がトップとなり、4割近くを占めている（図表2）。工業部門において成長を牽引したのが衣服・縫製業と建設業であり、サービス産業の伸びには観光業の成長が寄与している。
（図表1：実質GDPとGDP成長率
）
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（図表2：産業別GDP構成比
）
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　衣類・縫製産業、建設業、観光業といったセクターが成長を牽引するというカンボジア産業の特徴は、貿易・投資の面からより鮮明に読み取れる。まず、輸出品目については、繊維縫製品が大半を占める先進国向けのGSP（特恵関税）が多く、2007年においては総輸出の94%を占めている（図表3）。
　また、投資の面では、金額ベースで見ると観光業が35%で最も多く、サービス産業が累積値で60%を超える。工業部門への投資は累積値で35%を占め、そのうち10%が縫製産業への投資である（図表4）。縫製産業への投資は金額ベースでは多くないが、件数ベースで見ると最も多く、2004年までの累積値は400件以上、投資件数全体の40%以上を占めている（図表5）。

（図表3：品目別輸出額
）
	　
	2002
	2003
	2004
	2005
	2006
	2007

	総輸出
	1770
	2087
	2589
	2910
	3694
	4089

	GSP
	1659
	1970
	2454
	2773
	3538
	3874

	木材
	38
	20
	16
	16
	18
	21

	水産物
	73
	76
	69
	76
	90
	105

	ゴム
	63
	98
	115
	119
	175
	157

	米
	28
	94
	114
	177
	332
	441

	その他
	66
	54
	62
	124
	196
	237

	再輸出
	111
	117
	134
	137
	156
	215


（図表4：1995～2004年における業種別CDC認可投資額(%)・金額ベース
）
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（図表5：1995～2004年における業種別CDC認可投資額(%)・件数ベース）
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　最後に、カンボジアの就業構造について傾向を見ると、就業人数においては依然農林水産業の占める割合が多く、全体の55.9%（うち農業が50.6%）と過半数を占めるに至っている。しかし、10年前まで農業人口が7割以上を占めていたのに比べるとその数字は低下しており、その分縫製産業を中心とした製造業、建設業、貿易などのサービス業の割合が増加している（図表6）。
（図表6：業種別就業人口
）
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2.2 カンボジア工場改善プログラム
2.2.1　経緯

上記で述べたとおり、経済インフラが破壊された内戦後の90年代以降、目覚ましく成長し、カンボジアの経済発展を支えてきた産業の筆頭として挙げられるのが縫製業である。カンボジアに近代的な繊維縫製業が根付いたのは、市場経済への移行を経た1994年前後のことである。この時期、香港、台湾、マレーシア、シンガポールなどの華人系企業が中心となり、カンボジアに縫製工場が生まれていった。これらの国々がカンボジアへの投資を始めたのは、当時、アメリカ市場に参入するアジアの繊維製品輸出国に課せられていた大幅な輸入制限が、カンボジアにはまだ課せられていなかったこと、カンボジアの豊富な労働力に由来する比較的安い人件費がその理由とされている
。さらに、カンボジアがアメリカから最恵国待遇の地位を獲得し、一般特恵関税制度に基づくEU市場へのアクセスが認められるようになった1997年以降、カンボジアの衣類輸出は急激に成長していった。
しかし、この状況に気付いたアメリカは、他のWTO加盟国に行っているのと同様の輸入制限をカンボジアに課すこととし、1999 年1 月に繊維・衣類貿易協定が締結されるに至った
。

もっとも、この協定は、大量に流入するカンボジアからの衣類輸入に品目別の上限（クォータ）を定めるという目的のほか、もう一つのユニークな特徴を有していた。当時、アメリカの労働組合やいくつかの国際NGO が、発展途上国において多国籍企業が経営している工場、あるいは先進国企業の注文を受けて生産を行っている工場における労働条件の低さを強く批判するようになっていたことを背景として、カンボジアの縫製工場における労働基準の遵守をクォータ拡大の条件としたのである
。そして、この労働基準の遵守を担保するものとして始まったのが、国際労働機関（ILO）によるカンボジア工場改善プログラムである。
2.2.2 プログラムの概要
　カンボジア工場改善プログラムは、カンボジア縫製工場の労働水準の向上を目的としたモニタリングプログラムである。モニタリングは、受け入れを容認し、プログラムへの登録をした工場を対象に実施される。この登録は強制ではないが、登録に応じた企業のみが輸出割り当てを受けられるという形で、カンボジア商務省令により「推奨」されている
。2006年5月の時点で、業界のほぼ全体を占める255の工場がプログラムに登録している。
　モニタリングは、ILO調査員による抜き打ち検査の形で実施される。調査員は、カンボジア労働法とILO基本条約により設定された500項目に及ぶチェックリストに基づき、経営者、及び労働者や労働組合代表などへのインタビュー、工場内の視察、書類検査・回収などを行う。調査の正確さを期す為、経営者と労働者等へのインタビューは別々の場所で行われる。
　第1回目の訪問後、検査を受けた工場は、ILOから改善策についての提案を受ける。そして、6ヶ月以内には二度目の抜き打ち訪問が実施される。2回目の訪問では、前回訪問時の問題点が改善されたかに重点を置きモニタリングが行われる。なお、第1回目、第2回目とも、調査結果に異議がある場合、経営者はILOに対して反論することができる。
　調査の結果は、半年に一度のペースで発行されるSynthesis Reportにより公表される。特筆すべきなのは、初めての公表の際は匿名で結果が発表されるのに対し、2度目の公表時には工場名が明示されることである
。2009年3月現在までに、21に及ぶレポートが発表されている
。
2.2.3 成果
　アメリカとの二国間協定により始まった工場改善プログラムは、カンボジア縫製企業が労働水準を向上させる強いインセンティブとなり、その効果はマクロ経済にも顕著に現れた。1999年から2002年にかけて、クォータ制の制限内のカンボジアからアメリカへの衣類製品の輸出は、44.3%の増加（443USドルから627USドル）だったのに対し、同時期におけるクォータ制限外の輸出量の増加は302%（83USドルから334USドル）に達した
。これは、バイヤーがクォータ制限外の製品を輸入する際にも労働基準の遵守を考慮しており、カンボジア縫製工場の労働環境の改善がバイヤーからの高い評価につながったことを示している。
　また、縫製産業の成長は大規模な雇用を創出した。協定発効前の1998年時点で縫製工場労働者の数は80,000人であったが、2004年末にはその数が220,000人に達していた
。フォーマルセクターにおいて、高く安定した収入が得られる非熟練労働者の雇用が増大したことは、カンボジア国全体の貧困削減にも大きく貢献した。

　当然のことながら、プログラムの成果は直接労働者個人にも恩恵をもたらしている。最も顕著で分かりやすい例が賃金面の改善である。縫製業の成長とあいまって、プログラム開始以来幾度か最低賃金の改定があったが、モニタリングの成果により着実に最低賃金の保障がなされている。ILOによる最新のレポートによれば、97%の対象企業が正規の労働者に対する最低賃金を遵守しており、臨時雇用の労働者に対しても約8割の工場で最低賃金が保障されている。児童労働や強制労働はほぼ皆無であり、時間外手当や年次休暇・育児休暇などの保障も、8割～9割の高い水準で維持されている。まだ十分とはいえないが、労働者の健康や安全面での対策（安全規則の配布、手袋の提供、看護師の雇用など）にも改善が見られる
。労働組合の結成・組合活動の自由も広く保障されており、労働組合加入者は、縫製産業の全労働者の半数以上に及ぶ80,000人強に及ぶと言われている
。
2.2.4 課題
　このように、貿易による利益と労働水準の向上を組み合わせた新しい試みにより、カンボジア縫製業界の労働環境は大幅に改善されていった。労働法制定以前の1995年当時、月額25ドルだった労働者の平均的な賃金は、70～80ドルとなり、労働者はより安全な環境で働けるようになり、労働組合の権利も拡充されていった。

しかしながら、このような努力にもかかわらずなおも改善されない点も指摘されている。その最も顕著なのは超過労働であり、最近のSynthesis Reportにおいても2時間の超過労働制限を遵守している工場は3割前後にとどまっている。また、賃金水準は向上したものの、不払いや支払いの遅れといった問題はまだまだ多い。労働組合の権利も多くの工場で認められるようになったが、未だに組合の結成やストライキに対して強い妨害がなされるケースも多々見られるという。
加えて、ILOのモニタリングの限界もある。そもそもモニタリングの対象外である縫製業以外の産業分野の労働環境まで監視の目が行き届かないのはもちろんであるが、縫製業界内においても、モニタリングが完全に機能しているとはいえない。すなわち、縫製繊維産業の多くの下請工場はILOのプログラムに登録されておらず、これらの工場で働く数万人の労働者は酷使されうる状況にあるのである
。
さらに、労働水準の向上が労働者の生活環境の改善につながっていないという問題もある。縫製工場で働く労働者の多くは農村出身の女性であるが、都市部の縫製工場の職探しにはブローカーが介在していることがほとんどで、労働者は少なくとも1ヶ月分の賃金に相当する額をブローカーへの報酬として手渡すことを要求されるという
。この報酬の支払いは、労働者の実家の家族にしばしば借金を負わせ、労働者に厳しい環境でも仕事を続けることを強いている。また、大半の労働者は収入の大部分を実家への毎月の仕送りへ回しており、残されたわずかな収入で暮らす労働者自身の生活は厳しいものとなっている。
2.3 金融危機がカンボジア労働者に与える影響
これまで、カンボジア労働者に多大な影響を与えてきたILOの工場改善プログラムについて見てきたが、今まさにカンボジアの労働者に大きな影響を及ぼす要因と考えられるのが昨年来の金融危機から始まった世界的な不況である。IMFの報告によると、2008年のカンボジアの実質GDP成長率は6.5%と予想されており、これは2007年の10.25%と比べると大幅な減速である
。カンボジアの輸出総額の94%を占め、その3分の2がアメリカ市場に向けられている縫製繊維業界は特に影響が大きく、2008年には業界全体で約25,000人の失業者が生まれ、2009年も19,000人の人員削減がなされるものと見られている
。近年投資が過熱していた建設業も大きな打撃を受け、2008年半ばのピーク時には45,000～50,000人いた労働者のうち15,000人は失業したと見られ、不動産価格の下落により、2009年には更に大量の失業者が出るものと推測されている
。その他にも、不動産業や観光業など、輸出や外国投資の対象としてカンボジア経済を牽引してきた多くのセクターが打撃を受けており、この影響は労働時間の短縮や解雇などといった形で、今後も労働者一人ひとりに及んでいくものと考えられる。
2.4 まとめ
　90年代に入りカンボジアのリーディング・セクターとして成長した縫製業を中心に、近年カンボジアは目覚しい経済成長を遂げてきた。この縫製業で始まった、貿易量の拡大と労働水準の向上を結びつけるユニークな試みにより、かつてその劣悪さが批判されていた縫製工場の労働環境も改善されていった。しかしながら、上記で指摘したとおり、超過労働や賃金不払いなど、ILOによるモニタリング開始後も改善されない問題点も多く、また労働者の生活水準は以前厳しいものとなっている。それに加え、昨今の世界同時不況は、輸出産業や海外からの投資で成長してきたカンボジアの労働者に対し多大な影響を与えるものと思われる。

3. 現地調査

3.1 調査の目的
第2章で述べたカンボジア経済・労働環境の現状とそれに基づく問題意識から、私たちは次のリサーチ・クエスチョンを設定し、3月上旬にカンボジアにおいて現地調査を行うことにした。

（1） カンボジア労働者と労働環境の現状と問題点、特に、ILOのプログラムによって改善された点と、未だに残る問題点は何か。
（2） 金融危機から生じた最近の世界的な不況は、カンボジア経済・労働者にどのような影響を与えたか。また、それに対する解決策は何か。

3.2 調査方法

3月2日～4日の3日間、労働問題や援助政策に関わる各機関・団体の代表者や専門家、カンボジアで活動する企業の方々にインタビュー調査を実施した。今回、インタビューにご協力頂いた機関、企業、団体は次のとおりである（訪問順）。
（1） Youth Resource Development Forum (YRDP) 

　カンボジアの若年層の人材育成を目的として活動するカンボジアのNGO。現在のカンボジアでは大学を卒業しても職を得るのが困難という状況で、YRDPは学生にボランティアなどを通じてコミュニティの中で活動・活躍することを経験させ、それを就職の際に役立てようとしている。
（2） Yakumo F&B CO, LTD.

　日本の高い検査基準を満たす、安全・高品質な「初のカンボジア産ミネラルウォーター」を生産するため、2007年に設立された企業。今回はプノンペン市内の事務所で日本人マネージャーの方にインタビューした他、郊外にある工場を訪問し、カンボジア人労働者の方へのインタビューも行った。

（3） 国際協力機構（JICA）
　ODAを実施する日本の援助機関。JICAカンボジア事務所でカンボジアにおけるODA案件の概要等の説明を頂いたほか、カンボジア女性省・経済財政省にそれぞれ派遣されているJICA専門家の方にもお話を伺った。
（4） ILO

　労働条件の改善を通して、社会正義を基礎とする平和の確立を目指す国連の専門機関のカンボジア事務所を訪問。今回の調査のきっかけとなった工場改善プログラムのモニタリングを担当していた方にインタビューを実施。
（5） Cambodian Federation of Employers and Business Associations (CAMFEBA)

　労働問題を扱うカンボジアの主要な委員会で代表を務めるカンボジア最大の経営者団体。雇用に関する法律や政策の形成にかかわる他、構成員である企業経営者にリーガル・アドバイスを行ったり、トレーニングや経営者間の交流の場を提供したりしている。
（6） Garment Manufacturers Association in Cambodia（GMAC）
　カンボジア縫製業界を代表する経営者団体。政府へロビー活動を行ったり、世界の援助機関と協力して労働者のトレーニングを実施したり、様々な活動を展開。ILOの工場改善プログラムのProject Advisory Committee（PAC）のメンバーとして、プロジェクトの実施・運営や資金提供など、開始以来様々な面でプロジェクトをサポートしている。
（7） 日本国際ボランティアセンター（JVC）
　アジア・中東・アフリカの10カ国・地域で地域開発や人道支援を行っている日本のNGO。カンボジアでは、持続的農業の普及を目指す農村開発や自動車整備士を養成する職業訓練校の運営、小学校における環境教育、農業や環境についての情報提供のための資料センターの設置など、様々な活動を実施している。
3.3 調査結果

3.3.1 賃金
　まず、現在のカンボジアの最低賃金は月50ドルで、これに加えて毎月5ドルのボーナスと生活保障費6ドルが支払われる。これは、労働組合側から最低賃金改定の申し入れがあったが折り合わず、最低賃金が50ドルで維持されたかわりに、折から続く物価の上昇を受けて国王が生活保障費の支払いを王令によって定め、実質的に最低賃金の引き上げがなされたためだそうである。
事前研究の中で指摘されていた不払いの問題は確かにあるという。例えば、上記で述べた6ドルの生活保障費も、”additional”だからといって支払わない企業もあるようだ。また、ILOのプログラム以降改善されたものの、出稼ぎ労働者の生活は依然厳しい。縫製業なら通常、食費・工場までの交通費は出ず、多くの労働者は賃金の大部分を親へ仕送りしている。縫製工場の労働者の平均賃金はつき70～80ドルだが、そのうち20～30ドルほどを仕送りに回している労働者もいる。そのため、たこつぼ部屋のような住居で他の共同生活し、貧しい暮らしを送っている労働者が多い。
3.3.2 労働時間
賃金不払いと同様、超過労働の実態も指摘された。ILOのモニタリング担当者であるChea Sophal氏も、ほとんどの工場が遵守していないと言い、超過労働を断った労働者はその後残業を一切させてもらえないといったケースもあるのだという。
しかし他方で、最低賃金とボーナスだけでは生活できない為、むしろ労働者は残業を望んでいるという声も多く聞かれた。特に最近の縫製業界では、不況による受注の大幅な減少によって仕事が減り、残業できないことへの不満が大きいといわれる
。実際、今回訪問したYakumoでは基本給月65ドル、残業代含めて100ドルほどで食事・交通費つきと、他の企業と比較して好待遇であったが、労働法の定める労働時間の基準を厳格に守っている分、工場で働く労働者はもっと残業したいと希望していた。
3.3.3 外国人経営者・管理職との関係
GMACや、Yakumoの訪問時には、言語・習慣の違いによる外国人管理職と労働者のコミュニケーション上の問題（中国人の早口は怒って見えるなど）は当然あるが、外資がカンボジア人労働者を酷使しているというのは誤った認識であるという声が聞かれた。特に、Yakumoマネージャー今橋氏の実感としては、カンボジア人がカンボジア人を雇う場合、労働者を使い捨てと考えている人がまだおり、カンボジア人経営者が多く、よっぽど労働者を酷使しているという。また、問題が起きてもお金で解決しようとする経営者も多いようである。
もっとも、中国系企業などは低賃金で労働者を搾取できるだけ搾取して、不況になったら撤退する、という声もあり、労使関係の問題は、国籍に関わりなく、経営者のモラルの問題に集約されるともいえる。
3.3.4 女性
男女を問わず8割近い労働人口がインフォーマルセクターに属し、そのほとんどが農民であるが、農閑期があるため様々な職業を持っている人が多い。そこでまず、職種における男女間の特徴を見てみると、公務員や運送業などは男性がほとんどである一方、中小零細の小売業では断然女性が多い。なお、公務員でも教師は女性が多いため、教育省の職員は女性が多い。法律家、経営者・管理職、専門家といった高い階層はほぼ男性によって占められている
。女性が大半を占める縫製業界についても同様の問題があり、労働者の数では男性5万人弱、女性約30万人と圧倒的に女性が多いにもかかわらず、女性はほぼ単純労働を行う工員のみで、管理職・労働組合代表に就くのは男性である。女性が昇進することもほぼないという。
もっとも、男女の賃金格差については、カンボジア労働者が平均的に賃金水準が低いこともあるが、日本の方がよほど格差が大きいと指摘された
。縫製業でも結婚・出産後に仕事を続ける女性は意外に多く、小売業などではそもそも職場復帰の概念ないためトータルで見ても結婚して仕事を続ける女性は多いという。労働法では一定規模の労働者を雇用する工場について、託児所や授乳室の設置を義務付けた規定があるが、最近ではせっかく託児所を設けても女性労働者が工場の託児所を信頼していない為、代わりに外部の託児所へ子どもを預けるための金銭保障を求めて裁判を起こすケースが増えており、女性労働者に配慮した経営者の努力が報われていない面もあるようである。
出産後も仕事を続ける女性は多いものの、妊娠が発覚したら契約更新してもらえなかったなどの女性差別は存在する。労働法上にも、労働者が男性の場合にのみ認められる配偶者手当など、不平等規定が残っている
。

3.3.5 児童労働

ILOのモニタリングにおいて、児童労働の監視・指導は以下のようなプロセスで行われる。まず、抜き打ち検査で最低年齢以下と思わしき労働者を発見した場合、企業側に証明書類を呈示してもらい、故郷を訪ね住民票（family book）を調べる。児童労働と判断されたらGMACに連絡され、児童に対しては職業訓練が行われる。以後も状況が改善されなかった場合、工場側に罰金が課される。

ILOのレポートでは、児童労働の禁止はほとんどの工場で遵守されていると報告されている。しかし、モニタリング担当Sophal氏も指摘していたように、労働者の年齢を外見で判断するのは難しい。また、その他全ての項目についていえることだが、モニタリングを受け入れてもらえない工場もあるため、そのような所では児童労働がないとはいえない。労働者を対象とした政府の統計資料でも、法律上の最低年齢より低い年齢層が調査対象になっていることがあり、社会全体で児童労働に対する認識がまだまだ低いように思われる。
3.3.6 衛生

ILOのモニタリングを通じて指摘されている問題の一つに、衛生設備の欠如がある。トイレ・洗面所などの基本的なものを含め、衛生上必要な設備が整っていないことが多い。衛生面での安全管理においても問題が多く、例えば、化学物質（しみぬきなど）を扱う場合は、専用の部屋別途を用意しなければならないが、守られていないことが多い。但し、お金のない工場にとっては、冷房設備の完備等、世界基準に達するのは非常に難しいのが実情のようである。
実際、Yakumoで事業を始める際、以前カンボジア最大のミネラルウォーター工場で働いていた労働者も、衛生管理について全く知識がなく驚いたという。そのため、工場の労働者に対しては、手洗い・消毒など、基本的なことから衛生管理のレクチャーを行っているそうである。
3.3.7 解雇
不当解雇は憲法・労働法違反であり、日本の協力により民法も制定された為、不当解雇された労働者は労働法や民法を盾にして裁判で訴えることができる。
但し、会社内で不当解雇を予防する仕組みは現状ではないようである。また、集団解雇は、縫製工場などで経営者が突然逃げてしまう、などの形で生じることが多いため、集団解雇の対象になるのは圧倒的に女性が多いという。
3.3.8 労働組合
ILO、及びCAMFEBA・GMACの経営者団体双方が問題点として挙げていたのが、労働組合が過度に多いことである。組合の権利・自由が広く保障されている代償として、必要以上に組合が組織されており、縫製工場は300ほどしかないのに1000以上の労働組合が存在するそうだ。しかし、経営者はすべての組合の意見を聞くことは困難であるという。しかも、その多くは労働者の利益を真に代表しておらず、形骸化している組合も多数存在する。

加えて、ストライキ・ロックアウトなども合法的な手続きにより行われていないようだ。労働省を通し、Arbitration Councilの判断が出てからストライキが行われなければならないのに、どちらも守られていないケースが多い。合法的なストライキの割合は、2005年に3%、2006年2.4%、2006年には0%と言われている。しかしながら、こうした違法なストライキに対する処罰もないのだという。GMACマネージャーのKaing Monica氏も、ILOでは8割近くの企業が労働法を遵守していると報告されているのに、これほどまでにストライキが多いのはおかしいし、違法なストライキに対する制裁がないのは問題、と指摘していた。
3.3.9 社会保障
インタビューの中で分かった新しいトピックの一つが、社会保障制度のスタートである。昨年11月に社会保障基金（NSSF）が設立され、労災から適用が開始されている。その後は、2010年に健康保険、2012年に年金制度の適用が予定されている。経営者は基金への登録し、労働者一人ひとりに対する社会保険費を基金に支払うことを義務付けられている。当初、社会保険費は労働者の総収入の1.76%とされていたが、不況もあり、つい最近0.8%に引き下げられ、うち0.3%分を政府が支払うことが合意されたということである。一度費用を支払えばそれ以上の負担が雇用主にかからず、雇用主・労働者の双方にメリットある制度として期待されている。
ただし、現時点では手始めとして、①個人災害のみ、②プノンペン市内の縫製工場のみ、③8人以上のみ、という形で適用が制限されている。加えて、CAMFEBAのSom Chamnam氏は、カンボジアにおけるビジネスコストは比較的高く、NSSFができたらもっとコスト高となるため、経営者が競争力を保つのは大変であることや、NSSFを支える法制度の構築（法律、委員会、監視制度、政策、情報公開等）を今後の課題として挙げていた。

3.3.10 Unspecified duration contract（UDC）
ILOのSophal氏が最近の問題として挙げたのは、正式な書面によらないunspecified duration contractの増加である。ILOでは、明確な契約期限によって契約の更新を行っていくADC(Assured Duration Contract)への変更が進んでいるかを審査しているそうである。
興味深かったのは、このUDCに関する仲裁判断についてのILOとGMACの見解である。昨年、契約期間が2年以上にわたった場合、その契約は自動的に無期限の契約に変更されるという仲裁判例が出た。実は、この判断は労働省による労働法の解釈と異なるのだが、Sophal氏は仲裁裁判所の見解を支持していた一方、GMACのMonika氏は、労働省の解釈とも異なるし、雇用形態のフレキシビリティが失われるとして反対していた。なお、GMACではこの問題につき抗議を行っていくという。
3.3.11 最近の雇用情勢・労働環境
調査前に想定していた通り、プノンペンでも世界不況の影響を受けていたようである。縫製業では、プノンペンの20工場が閉鎖、約2万人の労働者が失業したという
。建設業の投資撤退相次ぐ。また、JVCの山崎氏によれば、昨年までプノンペンは不動産投資ラッシュで、建設地にあったスラムに住んでいた人が農村へ捨てられたこともあったが、現在ではこうした不動産投資は次々に撤退しているという。観光業も影響を受けており、観光地のレストランを顧客とするYakumoでも売り上げが減少したそうである。
また、YRDPは就職が困難なカンボジアの大卒者に対する就職支援を行っているが、ただでさえ難しい新卒者の就職が一層困難になっているという。女性省の中川氏は、就職口の見つからない大学生は、インターンなど、給料のないところからスタートして仕事を見つけていくしかないのではないかと述べていた。
　今後のカンボジア経済・雇用情勢については見解が分かれた。経済財政省の鈴木氏は、今後さらに工場の閉鎖が増えていく可能性もあるが、経済学的にいえば価格下落の圧力は高まっても最下級品はあまり影響を受けない可能性があり、この理論どおりに行けば最下救貧を生産するカンボジアの不況の影響は少ないかもしれない、とする。GMACのMonica氏も、今がカンボジア縫製業にとって一番困難な時期にあるが、インドネシア・マレーシア・タイなどで衣類産業のバリュー・チェーンができており、これらの国々では非熟練工の供給はなくなっているため、3年後にはまた生産を伸ばせるだろうと見ている。しかし、JVCの山崎氏も指摘したように、縫製業における工場の倒産や、相次ぐ投資の撤退は、外資に頼るカンボジア経済の危うさを示しており、国自体が産業の発展を真剣に考えなければいけない時期なのかもしれない。
4. 考察
　カンボジア労働環境の現状、とりわけ、ILOのプログラム導入後の変化については、事前に予想されたように、大きく改善された部分もある一方、未だ改善されない面も多く見受けられた。まず、改善された点としては、賃金の面が挙げられるだろう。一部不払いの問題は残るものの、多くの工場で労働法の基準が遵守されている。また、労働法の規定どおり、女性のための託児所などが設けられているという事実や、結婚後も働き続ける女性が多いと聞いたのは意外な発見であった。労働組合の権利も広く保障されている点もカンボジアの大きな特徴といえる。一方で、衛生面ではまだまだ設備が整っていない工場もあり、集団解雇などといった問題も残っていた。また、女性については、以前よりは改善されたものの、まだまだ都市に出稼ぎに行く偏見が残っていたり、工場・労働組合でリーダーとなる女性は少なかったり、偏見・不平等はあるようだ。さらに、最近ではUDCといった新しい形態の問題も浮上してきている。今後もこうした課題を改善していく努力が必要だろう。
　他方、現地調査を通じて、調査前に抱いていた偏見・誤解にも多く気付かされた。例えば、労働時間について、事前の文献調査の段階では、超過労働を強いられ、経営者に酷使されている労働者像を描いていたが、実際には、超過労働を自ら望み、むしろ労働時間が少ないことに不満を抱く労働者が多いということが分かった。労働組合についても同様で、事前調査では組合の結成や活動が阻害され、組合員である労働者に不当な仕打ちがなされているばかりのイメージがあったが、その一方で、労働組合側もルール違反の組合活動を行っていることや、組合活動を政治目的等で利用し、そもそも形骸化した組合がほとんどであることも知った。また、女性の問題についても、不平等は残るものの、実は日本の方が遅れている面もあるとの指摘を受け、納得するところが多かった。例えば、職種別の特徴はあまり日本と変らない面が多いし、リーダー・管理職に就く割合が少ない点も日本と同様である。そうした意味で、先進国である日本の方が何でも優れているとはいえないということに改めて気付かされた。そして、そもそもの前提として、ILOのプログラムがプラスの影響ばかりをもたらしたとは必ずしもいえない、ということも分かった。CAMFEBAのインタビューでは、ILOのプログラムでは、当初、カンボジアの労児童環境を改善する為の指導を目的としていたのに、違反があれば見せしめのように結果が公表されるようになっており、これは「指導」とはいえない、という不満が聞かれた。またILOが求める国際基準を満たすことは難しいことは、ILOモニタリング担当者自身も認めているところである。ILOのプログラムは2009年1月をもって終了し、来年からは政府・民間の団体にプログラムが引き継がれていくとのことであり、カンボジア政府は、こうした点も踏まえて、実情にあった方法で工場に対し労働環境の改善を求め、解決策を提案・指導していくべきであろう。
　最後に、カンボジアの雇用情勢に関しては、他国の例に漏れずカンボジアも世界不況の影響を受け、倒産・失業者が出ているという現状は分かったが、今後の展望については楽天的な見方、否定的な見方の双方があり、意見が分かれた。ただし、いずれにせよ私達が調査を通じて問題であると感じたのは、カンボジア人、特に若年層の労働意欲の点である。Yakumoの工場で働く労働者に、「将来の夢」を質問したところ、「将来の夢などないし、あってもそれが実現できるかどうか分からない」といった答えが返ってきた。通訳をしていただいたSarahさんによると、将来の夢といった遠い目標を持たないのはカンボジアでは普通のことであり、自分でも将来の夢など分からない、とのことであった。また、前の職場より今の工場に転職して良かった点を聞いたところ、「仕事が簡単だから」という答えが返ってきたのも気になった。Yakumoの事務所訪問時のインタビューでも、多くのカンボジア労働者は外国人に絶対勝てないという意識があり、上昇志向があまりないという点が指摘されており、カンボジアの労働者はより難しい仕事、役職へ挑戦しようという意欲があまりないのかもしれないという印象を受けた。こうした問題の根底には、経営者に上りつめたり、昇進したりといった成功モデルが少なく、高学歴の若者でさえ能力に見合った仕事が少ないゆえに就職が困難、といったカンボジア社会の現状があるように思われる。経済を立て直し、雇用を改善させる為には、ビジネス環境を整え、投資を呼び込むといった従来どおりの施策ももちろん重要であるが、カンボジア人の経営する中小企業を育成したり、高学歴の若者が国内で活躍できるような機会を増やしたりして、成功例を増やしていくことも、希望を持って働く労働者を増やし、経済を活発にするために必要なのではないだろうか。
5. むすび

　今回は、ADYFとして初めてカンボジアを訪問するということもあり、当初はなかなかアポイントが取れず、現地に向かうまで訪問予定先はわずかしかなかった。しかし、女性省中川専門家のご尽力により、鈴木専門家へのインタビューとILO、CAMFEBA、GMACという、研究テーマに関係の深い各機関・団体への訪問が実現できた。また、Yakumo F&Bの今橋マネージャーのご好意により、日本語堪能なカンボジア人社員Sarahさんご同行のもと工場見学までさせて頂き、工場で働く社員の方にもお話を伺うことができた。その他にも、私たちのつたない英語の質問を熱心に聞き、幅広いお話と素敵なプレゼントを下さったYDRPの皆さん、直前の訪問依頼にも快く応じ、訪問先のアレンジをして下さったJICAプラザカンボジアの小川さん、団体の活動の話にとどまらず、広くカンボジア社会全体について貴重なお話を頂いたJVC山崎さんなど、訪問先の皆様の温かいご協力のおかげで実りある調査をすることができた。この場をお借りしてお礼を申し上げたい。
　なお、現地調査について、留意しなければならないのは、今回の調査では労働者側の意見をほぼ聞くことができなかったこと、今回ご協力頂いた企業がカンボジア労働法を厳格に遵守している企業だったことである。そのため、労働者の意見を十分にくみ上げることができず、偏った内容になっていることは否めない。また、実際にはまだまだ存在するであろう劣悪な環境で働く労働者の実態にも触れることはできなかった。しかし、総じて見ればカンボジアの労働環境は確実に改善されており、他の途上国と比べて高い労働水準にあることは事実であった。新しく社会保障制度がスタートしたことからも分かるように、労働環境改善のための努力は今も続けられている。今後も、労働者がよりよい環境で、希望をもって働くことができるような努力が続けられることを期待したい。
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� 米満（2008）の調査においても、『残業を希望する労働者が98%に上り、労働者の残業に対する捉え方は、労働条件というよりもむしろインセンティブに近く、「残業が少ないので前の工場を辞めた」「残業が少ないのが不満である」「残業が少なく給与が少ないのでこのままの状態が続けば、仕事を辞めたい」といった声がよく聞かれた』という。


� Ministry of Women Affairs (2008)


� 女性省のJICA専門家中川氏によれば、女性の政治参加率など、その他にも日本の方が悪いデータも多くあるという。


� 例えば、労働法200条は、”All regular plantation workers are entitled to a daily allocation of rice as indicated below for their wife and dependent minor children, legitimate or illegitimate, less than sixteen years old: 800 grams for the wife; 200 grams for a child under two years…”と定め、配偶者手当を受ける要件として、”(a) She must not be gainfully employed, (b) She must live with her husband, either on the plantation if he is a regular resident worker or at home or in the husband's normal place of residence outside the plantation if he is a non-resident.”と規定している。


� もっとも、経済財政省のJICA専門家鈴木氏によれば、60社がつぶれて40社が新しく設立されたというのが正しく、その真相は税金逃れの閉鎖だという。また、失業者は故郷に帰ることが多いため、農村に吸収されているが、カンボジア農民のほとんどは自分で土地を持っているため失業しても帰農が容易であり、他国に比べると不況の影響は限定的ではないか、と述べている。
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